平成23年度第６回市民福祉推進委員会議事録（要約）
１　開催日時
平成24年１月24日（火）　午後６時30分～８時00分
２　開催場所
市役所特別会議室
３　出席者
（委　員）土岐　毅



　　　　　三島瑞子


　　　　　徳武　孝



　　　　　渡邊順介



　　　　　米澤　薫



　　　　　若松博子



　　　　　須崎武夫



　　　　　秋山　實



　　　　　長谷川泰



　　　　　田中修子



　　　　　岩﨑晋也



　　　　　福川須美



　　　　　宮城　孝



　　　　　濱田　孝



　　　　　平林浩一



　　　　　小泉一夫



　　　　　小林万佐也



（事務局）西田久美子（介護支援課長）


　　　　　小川みゆき（子育て支援課長）



　　　　　井上和信（児童青少年課長）



　　　　　岡本起恵子（介護支援課介護保険係長）



　　　　　髙橋　治（福祉サービス支援室総合調整担当主査）



　　　　　小原正枝（福祉サービス支援室障がい者支援担当主査）



　　　　　宇野暁行（福祉サービス支援室総合調整担当主事）

４　欠席者
（委　員）佐藤宗幸、小野　翠、小野敏明、中川信子
５　傍聴者
４人
６　内容
会議次第


１　審議事項


　(1)地域福祉計画素案について


資料１


　(2)障害者計画・障害福祉計画素案について
資料２



２　報告事項



　(1)狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画(素案)について


　(2)狛江市次世代育成支援行動計画平成22年度進捗状況について



　(3)平成24年度保育園入園申込受付状況


　(4)平成24年度学童保育等入所申込受付状況


　(5)市立藤塚、駒井保育園の移転スケジュールについて


　(6)市立藤塚、駒井保育園の０歳児受入月齢の引下げについて



　(7)家庭福祉員の増員について



３　その他



　(1)新設特別養護老人ホーム運営法人選定スケジュールについて

７　会議の結果
委員長：　皆さん、こんばんは。昨日からの雪で大変ご苦労がおありだったのではないかと思います。それでは、第６回の市民福祉推進委員会を開催したいと思います。本日の論点は、これまで皆さまにさまざま協議していただきました地域福祉計画、それから障害者計画・障害福祉計画の素案について、報告事項に関しては各計画や児童青少年課等から数点あるということです。
では、事務局より資料の確認をお願いします。

（資料確認終了）

委員長：　それでは、審議事項１「地域福祉計画素案について」の説明をお願いいたします。

事務局：　前回、計画素案の取りまとめに向けていただいた意見を踏まえ、修正をさせていただいております。「３　地域福祉を取り巻く現況」では、アンケート調査の結果を見やすいように図で表記をしています。また、難しい用語については各ページの下に脚注をつけています。それから「６　施策の方向」では、市民、地域、各種団体というような分け方をして少し文末の整理をさせていただきました。
委員長：　前回の議論をもとに事務局で修正した内容を説明していただきましたが、この計画素案について、皆さんからご意見等はいかがでしょうか。

委員：　「６　施策の方向」における具体的な取り組みついて、表現方法を修正していただき、これでよいなと思いました。

委員長：　地域福祉コーディネーターに関する表現はいかがですか。

委員：　地域福祉コーディネーターという文言自体をカットして、どういう役割が必要なのかといった表現に修正されており、これで問題ないと思います。
委員：　「７　計画の推進方法」についてですが、具体的にどうするのかについては、手つかずということでしょうか。

事務局：　庁内及び関係機関との事業や施策の調整ということで、今回地域福祉計画策定専門作業部会を設置して検討を行いましたが、委員長からもご指摘いただいたように十分な議論が尽くせなかったと思います。今までは縦割りという形で、なかなか横の連携ができていませんでしたが、やはり地域福祉計画を推進するには横の連携が一番大事ですので、庁内の実務者レベルの者で構成したこの専門作業部会を母体にして、計画内容を具体的に進めていく検討をしていきたいと思います。
委員：　計画の進捗管理についてはどのように行うのでしょうか。
事務局：　この委員会で協議していただいた狛江市福祉基本条例改正案の中で、計画の評価を行うことを明記していります。よって、この市民福祉推進委員会に市としての評価結果や進捗状況をご報告し、議論していただくような方法を予定しています。
委員長：　具体的なことはもう少し事務局の方で検討していただければと思います。例えば、年度の初めに計画がどこまで推進したかという報告をしていただいて、そこで議論をしたり、その年度の目標を出したりしてはいかがでしょうか。
また、縦割りの件は事務局、さらには社会福祉協議会も含めて、計画をつくるためだけではなく、事業を推進していくための横の連携を来年度以降もぜひやっていただきたいと思います。具体的なテーマとして、ぜひ防災対策を検討していただきたいと個人的に思っています。市民の関心も高いと思いますし、検討テーマとしては非常にやりやすいのではないかと思います。
委員：　狛江市の市域は狭いですが、高齢者が多い地域とか、若い人が多いとか、地域的な特徴もあるのかなと思います。非常に高齢者が多いところで、例えば防災対策であれば、それをどうするのかをその地域でどう考えられるかとか、どういう施策が可能かとか、周りの人をどう巻き込めるのかとか、狛江市を１つの市域で考えるのではなくて、少し細やかに検討していく必要もあると思います。
委員：　進捗管理についてですが、５年間の計画でこの内容だとすると、毎年２時間ぐらいのこの委員会に進捗状況が報告されても、意見を言い合う程度しかできないと思います。もちろん進捗状況は、毎年報告してもらう必要はあると思いますが、５年間の計画だったら特に検討すべき事項をぜひ決めていただけるとよいと思います。
例えば、相談支援体制や住まいに関することは障がいのある人に限った話ではないので、この辺りを計画の重点検討課題か何かに設定し、障がい者施策の検討と絡めながら行っていただけるとありがたいと感じます。

委員長：　では、計画の重点課題といいましょうか、それを設けるという方向で少し事務局と再度検討させていただいと思います。

それでは、事務局より計画素案の今後の取り扱いに関して、説明をお願いいたします。

事務局：　先ほど委員から提案がありました重点課題を設けるという点につきましては、事務局と委員長で検討させていただきたいと思います。また、語句の統一が取れていない、文言等の修正をご指摘いただいた部分もあります。文字の訂正をさせていただきまして、計画素案としてパブリックコメントを実施していきたいと思います。
パブリックコメントにつきましては、委員長と整理が出来次第、市の庁議を経まして２月15日から開始を予定しております。期間は４週間を設け、３月14日まで実施したいと思っております。こちらにつきましては、狛江市福祉基本条例改正案のときと同じように、ホームページ、広報で告知をし、郵送、直接窓口への持ち込み、インターネットからの意見募集を行ってまいりたいと思います。
委員長：　それでは、審議事項２「障害者計画・障害福祉計画素案について」の説明をお願いいたします。
事務局：　以前に中間まとめという形で障害者計画につきましては、皆さまにご覧いただいているところでございます。今回、それに障害者自立支援法に基づく障害福祉計画の部分が加わったことになります。主な変更点や追加点は、「２　現行計画の進捗評価」に第２期障害福祉計画の進捗評価を追加しております。ここでは計画値に対して実績がどうだったのかということを表で整理した上で、最後に障がい作業委員会からの意見として記述を載せています。
そして、新たな項目として「６　障害福祉サービス等の目標」として、重点項目、障害福祉サービスの見込量、地域生活支援事業の見込量を、さらに「７　市民が利用できる事業等の一覧」を載せています。
何か補足することがありましたら、障がい作業委員会委員長よりお願いいたします。
委員：　事務局から説明があったように、この計画素案は中間まとめに障害福祉サービス等に関する実績や見込量が加わったものですが、特に障がい作業委員会で出た意見についてご説明をしたいと思います。
訪問系サービスと日中活動系サービスの短期入所については、第２期の計画値と実績に乖離がみられます。これはサービス提供基盤の不足等からサービスの利用が抑制されている可能性があり、実態を把握するための詳しい調査が必要と考えられます。また、地域生活支援事業にあるコミュニケーション支援事業の手話通訳者養成研修事業については、充実に向けたきめ細かな取り組みが必要であるとしています。
それと計画の名称について、法律上では障害者計画・障害福祉計画となりますが、もう少し違うタイトルというか、愛称を付けた方がよいのではないかというご意見があったとのことです。これについては、計画素案のパブリックコメントと合わせて公募したいと考えております。また、２月19日（日）と21日（火）の２回、計画素案説明会の開催を予定していますので、ぜひ委員の方々にはご関心のある方にお声をかけていただければと思います。
進行管理のことについて、現時点で考えていることを報告したいと思います。計画素案では障がい作業委員会を継続して、そちらで基本的な実行管理をしたいと考えているのですが、作業委員会のメンバーを市民福祉推進委員会の委員だけに限ってしまうと、障がいのある当事者であったり、ご家族の方がなかなか加われないということがあります。ぜひ市民福祉推進委員会の委員以外の方も参加して、計画の進行管理ができる形にさせていただければと思います。
委員長：　ありがとうございました。いかがでしょうか。

委員：　追加された「７　市民が利用できる事業等の一覧」には、ＮＰＯ法人などの活動が記載されていません。狛江市ではＮＰＯ法人がいろいろな活動を行っている実態もあるのですが、載せていない理由は何かあるのでしょうか。
事務局：　現時点でのまとめ方として、基本的に公的なところを中心に載せています。
委員：　基本理念では、ＮＰＯも含めた団体による積極的な参加が不可欠である、と記述があるので載せた方がよいかと思います。
事務局：　事務局と委員長で、記載内容をどこまで広げるかというのでご相談させていただき調整したいと思います。
委員長：　情報提供という意味でも非常に重要なことだと思います。市民に必要な情報は何か、という観点からチェックが必要だと思います。

他にいかがでしょうか。
委員：　障害者相談支援事業の実施か所数についてですが、社会福祉協議会では体制的に厳しいものの、可能な限り対応していきたいと考えていますが、市自身が指定を受ける予定はないでしょうか。
事務局：　ここ最近の国等のＱ＆Ａをみても相談支援事業所というのは、基本的に民間を想定している部分があると思いますが、市が直営で相談支援事業を行うかどうかについては、まだ結論を出しておりません。
個別にプランをつくっていくことは確かに大きな課題ではありますが、サービスを決定する機関とプランをつくる機関が一緒でよいかどうかも含め、検討していく必要はあります。市としてプランを理解する必要があるため、２名ほどの職員を相談支援専門員の研修に行かせるということで、現在検討しているところです。

委員：　相談支援の見込量をみると、平成24年度が381人、平成25年度が732人、平成26年度が834人となっており、これは相当な体制が必要になると思いますが、体制づくりに関してもっと事業所に情報を流すことが必要なのではないでしょうか。

事務局：　現時点では、事業所も報酬などがはっきりしてこないと、なかなか参入するかどうかの判断ができないという事情があると思います。
確かに相談支援事業所を増やさなければいけないということは事実なのですが、報酬などの情報が明らかになってくると、参入してくる業者はある程度増えるのではないかと考えております。
委員長：　体制づくりを進める上で、講習を受ける人への援助等を検討することも考えられるのではないでしょうか。この辺りもぜひプロジェクトチームで検討してほしいと思います。

それでは、今後の障害者計画・障害福祉計画素案の取り扱いについて、事務局のより説明をお願いいたします。
事務局：　本日いただきました意見等を踏まえた計画内容の修正については、事務局と障がい作業委員会委員長と相談をさせていただきたいと思います。また、地域福祉計画と同様に語句の統一が取れていないなど誤字脱字等をご指摘いただいておりますので、それも併せて修正したいと考えております。
その後、市の庁議を経て、地域福祉計画素案と同様に２月15日からパブリックコメントを実施していきたいと思います。なお、この計画は多くの当事者の方、また関係者の方のご意見を大切にしながら取りまとめた経緯もありますので、２月19日と21日に計画素案の説明会を開催したいと思っています。

また、地域自立支援協議会からもご意見をいただいておりますので、協議会にも計画素案を提出させていただき、ご意見を求めてまいりたいと思います。
委員長：　それでは、続きまして報告事項１「狛江市第５期介護保険事業計画及び高齢者保健福祉計画（素案）について」、介護支援課より説明をお願いいたします。

事務局：　前回の本委員会で、計画素案として取りまとめたものをお示しさせていただき、いただきましたご意見等を踏まえた計画内容の調整を介護保険推進市民協議会の会長と行いました。それを市に中間答申という形で報告を行いましたが、語句の統一や誤字等がありましたので今回修正を行っています。
また、本日お示しさせていただいた計画素案訂正版では、パブリックコメントや市民説明会に関する記述、第２章のタイトルを変更するとともに、「第３章　施策の展開」では、運動セミナーに関する目標値、高齢者の暮らしやすい住まいづくりへの支援に関する記述、消費生活保護の推進に関する記述を変更しています。
「第４章　介護保険サービス事業費の見込み」の中で、介護保険料に関しましてはパブリックコメントの対象外としていることから、第４章中表紙の部分に若干の説明を載せています。
委員長：　市民の方の関心は、やはり介護保険料だろうと思いますので、この辺りは意見が出るのではないでしょうか。
委員長：　次に、報告事項２「狛江市次世代育成支援行動計画　平成22年度進捗状況について」、子育て支援課より説明をお願いいたします。
事務局：　項目は大きく分けまして、目標事業量の進捗状況、狛江市子ども家庭支援ネットワーク会議の状況、主要事業計画の進捗状況の３つに分かれています。
１つ目の目標事業量の進捗状況については、目標を数値的に定めた事業等でファミリーサポートセンター事業から認証保育所までの10事業を示しております。後期計画として平成22年度中に達成している事業はありませんが、平成23年度は仮園舎での一時保育を開始、平成24年度以降も和泉小学校での放課後クラブや、新設保育園の建設等も予定されていますので、今後数値目標を入れて、計画を進めていくことになります。子育て短期支援事業、ショートステイ施設の追加などについては、今後検討していきたいとしています。また、ファミリーサポートセンター事業の活動数、あるいは産後支援ヘルパー事業についても、目標と実績には少し開きがありますので、今後、これらについても推進していきたいと思っております。

２つ目の狛江市子ども家庭支援ネットワーク会議の状況については、平成22年度は代表者会議を１回、実務担当者会議を３回、個別ケース会議を16回開催しております。増え続ける子どもの虐待等さまざまな問題に関して、関係機関との連携もより強化し、子どもの立場のたった支援を目標にこれからも行っていく予定です。

３つ目の主要事業計画の進捗状況については、全体で126事業となっており、それぞれの細かな事業の進捗については資料をご参照いただき、ご質問等ありましたらお知らせいただければと思います。
委員長：　次は児童青少年課からの報告ですが、５項目ほどあるようなのでまとめて説明をお願いいたします。

事務局：　１つ目の「平成24年度保育園入園申込受付状況」についてですが、合計受け入れ可能予定人数215名に対して384名の申し込みがありました。前年度の申込者369名でしたので、15名の増となっております。この15名の増は、市内の認可外保育施設の閉鎖、それが主な要因であると分析しております。待機児童数は、前年と変わらないものと想定しています。２月７日に内定通知を発送する予定です。

２つ目の「平成24年度学童保育所等入所申込受付状況」についてですが、今年４月より和泉小学校で放課後クラブを開始しますので、平成24年度は放課後クラブが１つ増えております。定員を超過しているのは、東野川学童保育所、新しくできた駒井学童保育所、和泉と岩戸の両小学生クラブ、第１小学校放課後クラブ、緑野小放課後クラブなどです。定員を超えているところは、最大限受け入れるよう調整しているところです。また、小学生クラブについては、指定管理者と協議し最大限受け入れてもらえるよう、これから調整していきます。

３つ目の「市立藤塚、駒井保育園の移転スケジュールについて」ですが、藤塚保育園につきましては２月19日に引っ越しを行い、２月20日月曜から本園舎での保育を開始いたします。駒井保育園は仮園舎へ移転していきますが、こちらは３月18日日曜日に仮園舎へ引っ越しまして、３月19日月曜日から仮園舎で保育を開始いたします。

次に４つ目の「市立藤塚、駒井保育園の０歳児受入月齢の引き下げについて」です。藤塚、駒井の両保育園では、受入月齢を８か月から２か月に引き下げ、６か月からとします。

最後に５つ目の「家庭福祉員の増員について」ですが、今年の４月１日から１名増員することで、現在準備を進めております。実施場所は家庭福祉員のご自宅で、和泉多摩川駅のすぐ近くです。保育士資格を持っていまして、市立保育園において嘱託職員としての就労経験もございます。その方１名と補助者１名で３歳未満児を３名受け入れるよう、準備を進めています。補助者の方は保育士資格を持っていませんので、現在、市役所で研修を実施しております。

委員長：　ご質問等はございますか。

委員：　家庭福祉員が増員されるということで、なかなかやっていただく方が少ないのですが、大変よかった思います。先ほどの説明では、補助者の方への研修を市で実施しているとのことですが、それは市独自のものなのでしょうか。
事務局：　国の指針、カリキュラムに基づいて実施しております。

委員：　０歳児の受け入れ月齢が早くなるということで、産休明け、生後57日からということなのですよね。小児科の先生たちに言わせると、やはり０歳児、特に６カ月未満というのは非常にリスクがいろいろと高いので、十分気を付けて保育をしないと突然死の問題なども多いとのことです。６カ月未満の０歳児保育は、本当にいろいろな意味で配慮をして、実施していくべきだと思います。

委員長：　この不況下で保育園への入園を求めている人は、ますます増えると思いますし、どこかを削ってでも子どもに関しては重点的に行っていただきたい。ぜひ市長に伝えていただきたいと思います。狛江市独自の子育て支援策をぜひ検討していっていただきたいと思います。

委員長：　それでは、その他の事項として事務局からお願いします。

事務局：　新設特別養護老人ホーム運営法人選定スケジュールについて、ご報告いたします。旧狛江第七小学校跡地の一部を売却しまして、そこに社会福祉法人が施設を建設し運営していただくというものです。スケジュールにつきましては、２月１日に広報、ホームページで運営法人公募要項を発表いたしまして、10日までに事前相談の受付、その事前相談を受けた事業所に対しまして申請書を提出いただき、３月半ばにプレゼンテーションを実施、その後委員会で選定し、決定していくというものです。開設は平成26年４月を予定しております。

委員長：　次回の本委員会の時には、法人が決定、発表されるかどうか、微妙なスケジュールかもしれませんが、いかがでしょうか。

無ければ本委員会の次回開催予定等について説明をお願いいたします。
事務局：　次回は３月22日ということで、前回お願いをさせていただいております。時間は午後６時半から、場所は特別会議室を予定しております。パブリックコメントの結果が出てくると思いますので、その議論を中心にお願いできればと思います。
委員長：　今年度は条例改正とともに、３つの計画策定があり作業部会等にも大変ご苦労をかけましたけれども、いよいよ次回が今年度の最後となります。

本委員会の委員は６月までの任期となりますが、計画の進捗管理なども含めて、次期委員会に引き継ぎをきちんとしていただきたいと思います。

皆さんのご協力ありがとうございました。お疲れさまでした。
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